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「若手研究者ベンチャー創出推進事業」における「若手研究者ベンチャー創出推進事業」における
平成２１年度新規課題の決定ついて平成２１年度新規課題の決定ついて

ＪＳＴ（理事長　北澤 宏一）は、若手研究者ベンチャー創出推進事業における平成２１年度の新規課題
を決定しました（別紙１）。
本事業は平成２１年度から開始した新規事業で、起業意欲のある若手研究者（ＪＳＴ起業研究員）が、
大学などの起業支援組織（ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーなど）から施設の提供やビジネスプラン
作成への助言などの支援を受けつつ、自らが関与した研究成果を実用化するための研究開発を行い、ベン
チャー企業の創出や事業展開に必要な成果を得ることと、若手研究者の起業家へのキャリアパス形成を促
進することを目的としています。
本年度は、平成２１年４月２４日（金）～平成２１年６月５日（金）の期間で募集を行い、計２６件の
応募がありました。
プログラムオフィサーが、それぞれ技術的な観点および事業性の観点より、研究開発計画の妥当性、事
業構想の新規性および優位性、起業支援計画の妥当性を評価項目として課題の選考を行い、１０件の採択
課題を決定しました。今後、契約などの条件が整い次第、研究開発の実施に着手する予定です。

＜添付資料＞＜添付資料＞

別紙１：「若手研究者ベンチャー創出推進事業」平成２１年度採択課題・提案者一覧
別紙２：｢若手研究者ベンチャー創出推進事業」プログラムディレクター、プログラムオフィサー　名簿
参考１：事業の概要
参考２：応募状況と評価基準

＜お問い合わせ先＞＜お問い合わせ先＞

独立行政法人 科学技術振興機構　イノベーション推進本部 戦略的イノベーション推進部
〒102-8666 東京都千代田区四番町５番地３
担当：加藤 豪(カトウ ゴウ)
Tel：03-5214-0016　FAX：03-5214-0017
E-mail：
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別紙１別紙１

ＪＳＴトップ ＞ プレス一覧 ＞ 科学技術振興機構報　第665号 ＞ 別紙１

「若手研究者ベンチャー創出推進事業」平成２１年度採択課題・提案者一覧「若手研究者ベンチャー創出推進事業」平成２１年度採択課題・提案者一覧

採択課題数：１０件、ＪＳＴ起業研究員：１０名（男性７名、女性３名）

課題名課題名 ＪＳＴ起業研究員ＪＳＴ起業研究員
（研究開発機関）（研究開発機関） 起業支援組織起業支援組織※※

ロボットへの仮想キャラクタ映像合成システムの
開発

庄司 道彦（横浜国立
大学）

横浜国立大学
ベンチャー・ビジネス・ラボ
ラトリー

パーソナライズド・ガジェットの開発／販売支援
の事業化に関する研究

相部 範之（筑波大
学） 筑波大学 産学連携本部

３ＤメッシュからのＣＡＤモデル復元システム及
びメッシュ活用アプリケーション 耿 春（東京大学） 東京大学 産学連携本部 事業化

推進部

３軸触覚センサチップ 中井 亮仁（東京大
学）

東京大学 産学連携本部 事業化
推進部

光クラウドサーバによる高速データ検索 渡邉 恵理子（日本女
子大学）

日本女子大学 理学部 数物科学
科

超高圧を用いた移植医療に有用な生体由来材料の
脱細胞化技術の実用化

舩本 誠一（東京医科
歯科大学）

東京医科歯科大学 知的財産本
部

要介護者向け口腔ケア剤の開発 難波 尚子（岡山大
学）

岡山大学 研究推進産学官連携
機構 産学官連携本部

「食品の食感解析サービス」に向けた技術開発 谷脇 満（広島大学） 広島大学 産学連携センター

天敵誘引剤・天敵活性化剤を用いた新しい害虫防
除技術の事業化

上船 雅義（京都大
学） 京都大学 産学官連携センター

ヘルスケア・医療分野応用に向けたフレキシブル
多機能マイクロデバイス

栗林 香織（東京大
学） 東京大学 産学連携本部

※起業支援組織の所属機関は、ＪＳＴ起業研究員が所属する研究開発機関と同じ。
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歯質上に 
　・殺菌剤を効率的に保持し， 
　・抗菌効果を発揮する 
　口腔細菌感染制御法を開発して
製品化する 

事業の目的 
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リン酸化プルラン ＋ CPC複合体 の歯面への吸着 
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リン酸化プルランを担体として使用 
　・0.01%CPCとの1:1混合比 
　・S. mutansと Aa の増殖を抑制 
歯質へのCPC担体として有用である　 

うがいが出来ない人 
　　高齢者・寝たきり老人 
　　病弱者・要介護者 
　　にも対応が可能となる 

含嗽剤・洗口液 
可溶性フィルム状成型物 
歯面塗布剤（ジェル） 

製品化 

健康寿命の延伸・労力軽減・医療費削減 

簡便に口腔内細菌量を減少 

歯科疾患，誤嚥性疾患等を予防 
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参考１参考１

ＪＳＴトップ ＞ プレス一覧 ＞ 科学技術振興機構報　第665号 ＞ 参考１

事業の概要事業の概要

起業意欲のある若手研究者がＪＳＴ起業研究員として大学などに所属し、起業支援組織より施設の提
供、市場調査の実施やビジネスプラン作成への指導・助言など、アントレプレナー（起業家）となるため
に必要な支援を受けつつ、自らが関与した研究成果を基に、ベンチャー企業の創出や事業展開に必要とな
る実用化のための研究開発を行います。若手研究者の起業家へのキャリアパス形成を促進することも目的
としています。
なお、「大学など」とは、国立大学、公立大学、私立大学、大学共同利用機関、独立行政法人などをい

います。

図　事業の仕組み

＜応募の要件＞＜応募の要件＞

ＪＳＴ起業研究員となる若手研究者（１人）、およびＪＳＴ起業研究員が所属する大学などの連名に
よる応募であること。
応募時点で、ＪＳＴ起業研究員が関与したベンチャー企業の創出の核となる研究成果（特許権＝出願
中を含む＝、著作権など）があり、本事業による研究成果の実用化に関して、これらを所有する大学な
どによる同意が得られていること。
 の研究開発成果を利用した起業のための構想を有すること。

＜対象分野＞＜対象分野＞

原則として自然科学分野とします。なお、基礎研究段階の課題や創薬など、起業するまでに相当の年数
と資金を要する分野については対象外とします。
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＜研究開発費＞＜研究開発費＞

１課題当たりの直接経費は平均年間１千万円程度を目途とします。
ＪＳＴ起業研究員の人件費（４５０万円程度）、研究開発費（３００万円程度）、起業支援組織の支援

経費（１００万円未満）のほか、専任のリサーチアシスタントの人件費（１名分 ２００万円程度）を含み
ます。

＜研究開発期間＞＜研究開発期間＞

平成２１年度を初年度とする最長３年度とします。
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参考２参考２

ＪＳＴトップ ＞ プレス一覧 ＞ 科学技術振興機構報　第665号 ＞ 参考２

応募状況と評価基準応募状況と評価基準

１．応募状況１．応募状況

２６件の応募がありました。
申請者（若手研究者）の平均年齢　３４．３歳
申請者（若手研究者）の性別　男性　１９名、　女性　７名
申請した研究開発機関
国立大学　　　　２３機関
私立大学　　　　　２機関
独立行政法人　　１機関

分野（政府研究開発データベース　重点研究分野コード表による）
情報通信　６件（うち　採択５件）
ライフサイエンス　１１件（うち　採択４件）
製造技術　４件（うち　採択１件）
ナノテク・材料　２件（うち　採択０件）
社会基盤　２件（うち　採択０件）
環境　１件（うち　採択０件）

２．評価基準２．評価基準

プログラムオフィサーがアドバイザーの協力を得て技術面と事業面で審査を行い、採択課題候補を選定
しました。その後、プログラムディレクターの承認を経て、今年度の採択課題１０件を決定しました。な
お、審査では以下の評価項目、評価基準に従い、若手研究者の起業意欲も考慮して評価しました。

＜評価項目／評価視点＞

評価項目評価項目 評価視点評価視点

研究開発計画の妥
当性 企業化に向けた研究開発計画が適切であり、かつその実施体制が整っていること。

事業構想の新規性
および優位性

提案された事業構想に新規性があり、かつ、ターゲット市場、競合他社、市場動向を
鑑みて、提案する製品・サービスに競争優位性があること。

支援計画の妥当性 企業化に向けた研究開発を実施するＪＳＴ起業研究員への支援計画が適切であり、か
つ、その実施体制が整っていること。

■　戻る　■

This page updated on Aug. 20, 2009
Copyright©2009 Japan Science and Technology Agency.

www-admin@tokyo.jst.go.jp

http://www.jst.go.jp/
http://www.jst.go.jp/press.html
http://www.jst.go.jp/pr/info/info665/index.html
javascript:history.go(-1)
http://www.jst.go.jp/
mailto:www-admin@tokyo.jst.go.jp

